
（平成２２年３月３１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 19 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 14 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 33 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 22 件

年金記録確認茨城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



茨城国民年金 事案 978 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から同年６月まで 

昭和 61 年４月に会社を退職した後、同年６月に結婚し、同じころ、Ａ市役

所において、国民年金第３号被保険者該当届を行い、強制加入期間である前

の同年４月から同年６月までの保険料３か月分を納付したにもかかわらず、

平成 20 年に送付されてきた「ねんきん定期便」で、国民年金第３号被保険者

資格取得時期が 62 年７月となっていたほか、61 年４月から同年６月までの

保険料が未納とされていたことが判明した。 

その後、平成 21 年７月 13 日に、Ｂ社会保険事務所（当時）において、国

民年金第３号被保険者特別措置の手続を行い、昭和 61 年７月までさかのぼっ

て第３号被保険者資格を認めてもらったが、納付したはずの同年４月から同

年６月までの保険料３か月分については、62 年４月から同年６月までの保険

料として過誤納扱いとなり、未納とされたままになっている。 

このため、申立期間の保険料が未納とされることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、３か月と短期間である上、申立人は、申立期間及び国民年金第

３号被保険者期間を除き、国民年金加入期間の保険料をすべて納付している。 

また、申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、申立人が保有する年金

手帳及び申立人に係るオンライン記録により、第３号被保険者資格取得の手続

を行った昭和 63 年１月 11 日ころと考えられるが、申立期間当時のＡ市役所職

員の証言によると、当時、扶養関係が確認できる書類の添付がなければ資格取

得日を確定することはなく、事実、申立人が保有する年金手帳に記載されてい

る「第３号被保険者の資格取得日」と平成 21 年７月 13 日付けで社会保険事務

所（当時）において受け付けられた国民年金第３号被保険者届に記載されてい

る「扶養者の認定年月日」が一致していることから、当時、同市役所では、第



３号被保険者資格取得の届出を受け付ける際に、一連の日付を確認しているこ

とが推認できる。このことから、何らかの理由により、社会保険事務所におい

て申立人の第３号被保険者資格取得の手続に係る記録の管理が適正に行われな

かったものと考えられる。 

さらに、申立人が保有する年金手帳及び申立人に係るオンライン記録により、

申立人は、厚生年金保険の被保険者資格を昭和 61 年４月 21 日に喪失し、同日

に国民年金被保険者資格を取得していることが確認できることから、加入手続

を行ったと考えられる 63 年１月 11 日の時点で時効未到来であった申立期間の

保険料を納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 979 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年４月から同年 12 月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 45年 12月から 47年３月まで 

② 昭和 47年４月から 49年３月まで 

③ 昭和 49年４月から同年 12月まで 

昭和 47 年に、夫が、国民年金の加入手続を行い、その時点で未納となって

いた 45 年 12 月から 47 年３月までの国民年金保険料をさかのぼって納付した。

また、その後の期間の保険料については、夫が、夫婦二人分を納付していた

はずである。 

このため、各申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③は、９か月と短期間である上、申立人は、申立期間③以降の国

民年金加入期間の保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、その夫が申立人に係る保険料を納付していたと主張して

いるところ、国民年金被保険者台帳により、申立期間③後の保険料をその夫

と共に現年度納付していることが確認できることから、昭和 49 年４月にＡ自

治体Ｂ区に転居した後、申立期間③の保険料を納付し、同年４月から保険料

を納付し始めたものと考えられる。 

 

２ 一方、申立人は、その夫が、昭和 47 年秋ごろに、住居近くの集会所で開催

された「説明会」において、申立人に係る国民年金の加入手続を行い、申立

期間①の保険料をまとめて納付したと主張しているものの、申立人が国民年

金に加入した時期は、申立人の直後に払い出された国民年金手帳記号番号に

より、Ｃ県Ｄ市に転入した同年４月ごろと考えられることから、申立人の主

張には不合理な点が認められる上、申立人は申立期間①の保険料額を記憶し

ていない。 



  ３ 申立人は、その夫が申立期間②の保険料を定期的に納付していたと主張し

ているものの、国民年金被保険者台帳及び国民年金被保険者名簿により、そ

の夫は、申立期間②のうち、昭和 47 年４月から 48 年３月までの保険料を、

過年度納付により納付していることが確認できることから、申立人の主張に

は矛盾が認められる。 

また、国民年金被保険者名簿の補記欄に「納付意思なし」と記載されてお

り、これは、保険料の納付の催告又は訪問徴収時に納付の意思が無く、転出

の手続をする時点においても納付催告に応じなかった者について、記録され

たものであると考えられ、申立期間②の保険料をその夫の分と一緒に納付し

たとする、申立人の主張には信憑
ぴょう

性がない。 

 

  ４ このほか、申立期間①及び②の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①及び②の保険料を納付した

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 

  ５ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間③の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



茨城国民年金 事案 980 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から同年 12月まで 

20 歳になった時、当時、修行していたＡ業の店主が、国民年金の加入手続

を行ってくれた。 

国民年金保険料については、昭和 43 年３月までは、Ａ業の店主が納付して

くれていたが、その後は、自分で欠かさず納付してきたはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、９か月と短期間である。 

また、申立人は、昭和 43 年４月以降、自ら保険料を納付していたと主張して

いるところ、オンライン記録により、申立期間を除く国民年金加入期間の保険

料をすべて納付していることが確認できることから、年金制度に対する関心の

高さがうかがえる。 

さらに、国民年金被保険者台帳及び国民年金被保険者名簿により、申立人は、

申立期間前後の期間の保険料を現年度納付していることが確認できることから、

申立期間の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 981 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年４月から 44 年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月から 42年３月まで 

  ② 昭和 43年４月から 44年３月まで 

昭和 39 年＊月に、20 歳になったのをきっかけに、父が国民年金の加入手

続を行ってくれた。その後、結婚するまでは、父が国民年金保険料を納付し

てくれた。 

このため、両申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②は、12か月と短期間である。 

また、申立人が国民年金に加入した時期は、前の任意加入者の国民年金手

帳記号番号から、昭和 43 年 12 月 10 日ころと考えられ、この時点で現年度納

付が可能であった申立期間②の保険料を納付しなかったとは考え難い。 

さらに、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）により、申立人は、申立期間

②直前の期間である昭和 42 年度の保険料を過年度納付していることが確認で

きることから、時効未到来である申立期間②の保険料を納付しなかったとは

考え難い。 

  加えて、申立人は、その父が申立期間②の保険料を納付したと主張してい

るところ、その父に係る当該期間の保険料については納付済みとなっている。 

 

２ 一方、上記１のとおり、申立人が国民年金に加入した時期は、昭和 43 年

12 月 10 日ころと考えられ、この時点では、申立期間①の大半については時

効により保険料を納付できないことから、申立人の主張には矛盾な点が認め

られる。 



また、申立人は、その父が申立期間①の保険料を納付したと主張している

が、申立人自身は保険料の納付に直接関与しておらず、その父も既に他界し

ているため、申立期間①当時の具体的な保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立期間①の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もう

かがえず、ほかに申立期間①の保険料を納付したことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間②の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 982 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 36 年８月までの期間及び 39年５月から同年９月

までの期間の国民年金保険料については、重複して納付していたものと認めら

れ、36 年９月から 39 年４月までの期間、50 年６月及び 51 年 10 月の国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年９月まで 

             ② 昭和 50年６月 

             ③ 昭和 51年 10月 

昭和 55 年に、市役所から、「このままでは年金がもらえません」という案

内が届いたことを受け、当時、未納となっていた妻と二人分の国民年金保険

料として、100 万円以上を用意し、納付したことを記憶しているので、各申

立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が第３回特例納付により保険料を納付した期間の中に、昭和 47 年４月

から同年６月までの申請免除期間及び同年７月から 49年９月までの法定免除期

間が含まれているが、保険料納付時に時効未到来であった当該免除期間につい

ては、追納が可能である期間であり、特例納付により納付すべき期間ではない

ことから、行政側が、納付書に誤った納付期間を記載したものとして推認でき

るのみならず、その後の追納の機会を奪った事実が確認できる。 

また、申立期間②及び③については、行政側が、申立人に係る国民年金被保

険者台帳を見誤ったため、申立期間②及び③を除いた納付書を作成したものと

推認でき、事実、オンライン記録により、未納期間に係る納付記録において前

詰めしていないことが確認できることから、行政側に不適正な事務処理があっ

たものと推認できる。 

さらに、オンライン記録により、昭和 39 年５月から同年９月までの国民年金



保険料については、平成元年６月に厚生年金保険の記録追加により充当された

ものの、納付記録の前詰めがされていないことが確認できることから、この時

点においても行政側に不適正な事務処理があったものと推認できる。 

加えて、申立人とその妻の国民年金手帳記号番号が連番であることから、夫

婦二人が同時期に国民年金に加入していることが確認できるとともに、オンラ

イン記録により、その妻は、申立期間に係る保険料については第３回特例納付

によりすべて納付済みとなっているところ、申請免除及び法定免除期間の保険

料については納付していないことが確認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 36 年４月から

36 年８月までの期間及び 39 年５月から同年９月までの期間の国民年金保険料

を重複して納付していたものと認められ、36 年９月から 39 年４月までの期間、

50年６月及び 51年 10月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



茨城厚生年金 事案 741 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に

係る記録を昭和 42 年５月 21 日に、資格喪失日に係る記録を同年６月 21 日に訂

正し、申立期間の標準報酬月額を４万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年５月 21日から同年６月 21日まで 

社会保険事務所(当時)に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社

Ｂ工場に勤務していた昭和 42 年５月 21 日から同年６月 21 日までの期間につ

いて、記録が無かった旨の回答を受けた。昭和 42 年５月 21 日付けの所員に

任用する旨の辞令が手元にあり、所員とは正社員を意味するので、厚生年金

保険に加入していたことは明白である。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された、Ａ社Ｂ工場の任用辞令により、申立人が昭和 42 年５

月 21 日に所員として採用されたことが確認できるとともに、同社から提出され

た、企業年金基金の記録により、申立人が同年５月 21 日に同社に入社したこと

が確認でき、これらのことから、申立人が、申立期間中、同社Ｂ工場に勤務し

ていたことが認められる。 

また、Ａ社に照会したところ、辞令にある「所員」とは正社員の意味であり、

正社員は厚生年金保険に加入させていた旨及び申立期間当時、中途採用者はき

わめて少人数であり、それまでのキャリア等を考慮して試用期間を決めており、

申立人については、入社日に「所員」となる辞令が交付されており、Ｃ社にお

ける勤務実績もあるため、それが考慮されて試用期間は無かった可能性が高い

旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年



金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｄ工場に係る申立人の厚生

年金保険被保険者原票の昭和 42 年６月の記録から、４万 5,000 円とすることが

妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社から、申立期間当時の資料は保存されておらず不明である旨の回答

を得ているが、仮に事業主から申立人の申立期間に係る被保険者資格取得届が

提出された場合には、その後被保険者資格喪失届も提出されているにもかかわ

らず、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考

え難いことから、事業主から申立てどおりの資格得喪に係る届出は行われてお

らず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 42 年５月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 742 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に

係る記録を昭和 32 年４月 16 日に訂正し、申立期間のうち、30 年８月の標準報

酬月額を 5,000 円、同年９月の標準報酬月額を 9,000 円、同年 10月の標準報酬

月額を 8,000 円、同年 11 月の標準報酬月額を 9,000 円、同年 12 月の標準報酬

月額を 8,000 円、31 年１月から同年 10 月までに係る標準報酬月額を 9,000 円、

同年 11 月から 32 年３月までに係る標準報酬月額を１万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年８月 16日から 32年４月 16日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社Ｂ工場に勤務していた期間のうち、昭和 30 年８月 16 日から 32 年４月 16

日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 28 年３月 16 日付けでＡ社Ｂ工場に入社し、同社同工場Ｃ課に

勤務後、30 年８月 16 日付けで同社同工場Ｄ課に異動したが、社内異動であ

ることから、同社同工場における厚生年金保険の被保険者資格を喪失してい

るはずはないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社Ｅ工場発行の「退職証明書」及び同社人事部から

提出された「労働者名簿」により、申立人は、昭和 28 年３月 16 日から 61 年５

月 20 日まで、同社Ｂ工場及び同社Ｅ工場に継続して勤務していたことが確認で

きる。 

また、申立人が名前を挙げた同僚の証言により、申立人は、申立期間中、Ａ



社Ｂ工場Ｄ課及び同社同工場Ｆ課に勤務していたことが推認できる。 

さらに、申立人から提出された給与計算書により、申立期間に係る厚生年金

保険料が控除されていることが確認できる上、昭和 30 年９月から 31 年 10 月ま

での期間に係る厚生年金保険料の控除額は 135 円（標準報酬月額 9,000 円相

当）であり、同年 11 月から 32 年３月までの期間に係る厚生年金保険料の控除

額は 180 円（標準報酬月額１万 2,000 円相当）であることが確認でき、当該標

準報酬月額は、当時の申立人の月額給与総額から判断すると、ほぼ妥当な額で

あることが確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社Ｂ

工場に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと

認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（平

成 19 年法律第 131 号）に基づき、標準報酬月額を改定及び決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる厚生年金保険料額及び申立人の給与総支給額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。したがって、申立期間に係る申立人の標準報酬月額に

ついては、申立人から提出された昭和 30 年８月から 32 年３月までの給与計算

書から、30 年８月は 5,000 円、同年９月は 9,000 円、同年 10 月は 8,000 円、

同年 11 月は 9,000 円、同年 12 月は 8,000 円、31 年１月から同年 10 月までは

9,000円、同年 11月から 32年３月までは１万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社人事部は、これを確認できる関連資料が無いため不明としているが、

申立期間に行われるべき健康保険厚生年金保険報酬月額算定基礎届及びこれに

基づく定時決定や事業主による申立てどおりの資格喪失届などのいずれの機会

においても、社会保険事務所がこれを記録しないとは考え難いことから、事業

主が、昭和 30 年８月 16 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年８月から 32 年３月までの保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 743 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険第三種被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事務所における資格喪失日に係る記録を昭和 36

年 11 月 25 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年９月 16日から 36年 11月 25日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社Ｃ事務所における被保険者資格喪失日が、昭和 33 年９月 16 日である旨の

回答を受けた。 

私は、勤務期間中、Ａ社の出向命令により、下請け会社であったＤ社へ出

向したものの、昭和 20 年４月の入社から 46 年 11 月の退職まで、Ａ社の社員

（Ｅ職）として、同社に継続して勤務していたことは間違いないので、申立

期間について厚生年金保険の第三種被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された昭和 41 年４月 16 日付け発行の「表彰状」について、

Ｂ社に照会したところ、申立人は、Ａ社の社員（Ｅ職）として、20 年４月から

41年４月まで、同社に継続して勤務していたと思う旨の回答が得られた。 

また、申立人が名前を挙げた同僚７人に照会したところ、４人から回答が得

られ、そのうちの１人からは、申立人が、Ａ社の社員（Ｅ職）として、昭和 46

年に退職するまで同社に継続して勤務していたことを、同僚から聞いたことが

ある旨の証言が得られた。 

さらに、申立人は、申立期間中、Ａ社の社員（Ｅ職）として、同社の下請け

会社であったＤ社へ出向していた際、同様に出向した同僚が二人いたとしてい



るところ、オンライン記録により、当該同僚は、同期間中も継続してＡ社にお

ける厚生年金保険第三種被保険者資格を有していることが確認でき、このこと

について、Ｂ社から、申立人に加入記録が無いことは不自然である旨の回答が

得られたほか、Ａ社に継続勤務していたということであれば、厚生年金保険に

も継続して加入していたと考えられる旨の回答が得られた。 

加えて、オンライン記録により、申立人は、申立期間前後の期間について、

Ａ社における厚生年金保険第三種被保険者資格を有していることが確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間中、Ａ社の社員

（Ｅ職）として、Ｄ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿において確認できる、申立人に係る昭和 33 年 10 月の定時決定

の記録により、１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、申立期間に行われるべき事業主による健康保険厚生年金保険被保険者報

酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定や事業主による申立てどおりの資

格喪失届などのいずれの機会においても、社会保険事務所が記録の処理を誤る

とは考え難いことから、事業主が、昭和 33 年９月 16 日を厚生年金保険の資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月から

36 年 10 月までの保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 744 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年６月１日から 20年 10月 20日まで 

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ

社Ｂ工場に勤務していた申立期間について、脱退手当金が支給済みとなって

いることが判明した。米軍の艦砲射撃で工場が壊滅し、その後実家に戻って

から会社とのつながりはなく、脱退手当金を受け取った記憶も無いので、申

立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金については、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約１年７か月後の昭和 22 年５月 27 日に支給されたこととなって

いることに加え、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿において申立人が記載

されたページの前後 10 ページに登載された者のうち、ⅰ)申立人と同一日に被

保険者資格を取得している、ⅱ)オンライン記録が取得可能である、ⅲ)終戦後

まもなく被保険者資格を喪失している及びⅳ）短期脱退手当金の受給権を有し

ている、のすべての条件を満たす者は 95 人確認できるところ、そのうち、実際

に支給記録がオンライン記録において確認できる者は申立人を含めて 10 人のみ

であることから判断すると、職員の退職時に事業主が個別の委任に基づかずに

代理請求を行う取扱いがあったものとは考え難い。 

また、上記同僚のうち、12 人の厚生年金保険被保険者台帳を確認したところ、

脱退手当金の支給記録が記載されているにもかかわらず、オンライン記録にお

ける脱退手当金の支給記録が無い者が３人確認できたが、その理由は不明であ

り、脱退手当金の支給に係る記録の管理が適正に行われていなかった可能性が

ある。 

さらに、厚生年金保険被保険者台帳において脱退手当金の支給記録が確認で



きた７人のうち、６人について、その被保険者資格喪失原因は「終戦」と記載

されているところ、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には「解雇」と記載さ

れている。他方、厚生年金保険被保険者台帳に資格喪失原因として「解雇」と

記載されている同僚のうち、脱退手当金の支給記録がある者はいない。この点

について、申立人が支給されたこととされている短期脱退手当金の支給要件に

は、「終戦による事業所の廃止、縮小」は存在するが、通常の自己都合退職や

解雇は存在しない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



茨城厚生年金 事案 745 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 40 年 12 月 29 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万

6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年 10 月 29 日から同年 12 月 29 日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 40 年 10 月 29 日から同年 12 月 29

日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

    私は、昭和 40 年 10 月 26 日にＡ社に入社し、申立期間中、勤務してい

たことは間違いないので、同期間について厚生年金保険の被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   昭和 40 年 10 月 26 日付けでＡ社において厚生年金保険被保険者資格を取

得した者のうち、連絡先の判明した 13 人に照会したところ、８人から回答

が得られ、そのうちの１人からは、同年 12 月 28 日に同社を退職するまで、

申立人と一緒に同じ工場で勤務していた旨の証言が得られたところ、オンラ

イン記録により、当該同僚の同社における被保険者資格喪失日は退職日の翌

日であることが確認でき、また、当該同僚から、申立人の同社における被保

険者資格喪失日は自身の同資格喪失日と同じはずである旨の証言が得られた。 

また、申立人から提出された申立人に係るＡ社の「健康保険厚生年金保険

台帳」（写し）では、「資格取得日」欄に昭和 40 年 10 月 26 日と記載され

ていることが確認できるほか、「喪失年月日」欄に同年 10 月 29 日と記載さ

れているところ、朱書きにより、同年 12 月 29 日と上書きされていることが

確認できる。 

さらに、上記の「健康保険厚生年金保険台帳」（写し）について、Ａ社に

照会したところ、同社が保管している健康保険厚生年金保険台帳の写しであ



るとし、また、被保険者資格喪失日が朱書きにより上書きされていることに

ついては、理由が不明である旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社

に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る申立人の健康保険

厚生年金保険被保険者原票における昭和 40 年 10 月の記録から、１万 6,000

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、Ａ社は、これを確認できる関連資料が無いため不明としており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



茨城厚生年金 事案 746 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格

喪失日に係る記録を昭和 28 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年５月 31 日から同年６月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社Ｂ支店における厚生年金保険の被保険者資格喪失日が、昭和 28 年５

月 31 日である旨の回答を受けた。 

私は、昭和 28 年５月 31 日までＡ社Ｂ支店に勤務し、同年６月１日付け

で同社Ｃ支店へ異動したため、同社Ｂ支店における被保険者資格喪失日は

同日であるはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された社員名簿により、申立人が、昭和 26 年 11 月１日から

平成２年９月 30 日まで、同社に継続して勤務していたことが確認できると

ともに、昭和 28 年６月１日付けで、申立人が同社Ｂ支店から同社Ｃ支店へ

異動していることが確認できる。 

また、Ａ社に照会したところ、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を

給与から控除していた旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社

Ｂ支店に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたも

のと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿における申立人の昭和 28 年４月の記録から、8,000

円とすることが妥当である。 



なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主から、申立期間当時、申立人の被保険者資格喪失に係る届出

を提出する際に誤りがあったとする旨の回答が得られたことから、事業主は

昭和 28 年５月 31 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 747 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 46 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を７万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年３月 27日から同年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社Ｃ支店における厚生年金保険の被保険者資格喪失日が、昭和 46 年３月 27

日である旨の回答を受けた。 

私は、昭和 26 年４月の入社から平成９年 11 月の退社まで、Ａ社に継続し

て勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

労働局に照会したところ、申立人のＢ社に係る雇用保険被保険者記録では、

資格取得日が昭和 26 年３月 23 日、離職日が平成 10 年３月 31 日である旨の回

答が得られたことから、申立人が申立期間中に同社に勤務していたことが確認

できる。 

また、Ｂ社から提出された辞令台帳及びＡ社Ｄ支店の社員名簿により、申立

人の同社Ｃ支店から同社Ｄ支店への異動発令日は、昭和 46 年３月１日であるこ

とが確認できるところ、申立人から提出された同年３月１日付けの辞令では、

同年３月 13 日までに同社Ｄ支店に赴任することとされており、このことについ

て、Ｂ社に照会したところ、申立人は同年４月１日からＡ社Ｄ支店に勤務して

いたと思う旨の回答が得られた。 

さらに、Ｂ社から、転勤時について、給与支給を止める取扱いは無く、給与

から社会保険料を控除しているはずであるとして、申立人のＡ社における厚生

年金保険被保険者期間に空白があるのは、同社各支店の事務担当者の連携ミス

によるものである旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間にＡ社Ｃ支店に勤



務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生

年金保険被保険者原票において確認できる、申立人に係る昭和 45 年 10 月の定

時決定の記録により、７万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主から、申立期間当時、申立人の被保険者資格喪失に係る届出を提

出する際に誤りがあったと思われる旨の回答が得られたことから、事業主は昭

和 46 年３月 27 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間

の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 748 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 37 年２月１日に、資格喪失日に係る記録を 38 年３月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年２月１日から 38年３月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、 

Ａ社に勤務していた昭和 37 年２月１日から 38 年３月１日までの期間につい

て、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

申立期間中、私は事務担当の正社員としてＡ社に勤務していたので、同期

間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことは、当時の同社の事業主、事務

担当者及び同僚の証言により推認できる。 

また、申立期間当時のＡ社の事業主に照会したところ、当時の同社の書類は

残存していないため、申立てどおりに厚生年金保険被保険者の資格取得及び喪

失に関する届出を行ったかについては不明であるものの、当時、同社では、厚

生年金保険の加入の有無については、全正社員を加入させていた取扱いであっ

たことから、申立期間当時、同社に勤務していた申立人についても、厚生年金

保険に加入させており、給与から厚生年金保険料を控除していた旨の証言が得

られた。 

さらに、申立期間当時の事務担当者一人に照会したところ、当時のＡ社では、

雇用保険のみを加入させていたアルバイトを除き、正社員全員が社会保険に加

入していたとしているほか、当時、申立人は同社で事務を担当していた正社員

であり、申立人の給与から厚生年金保険料を控除し、納付したことを鮮明に記

憶している旨の証言が得られた。 

加えて、申立期間当時のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ



り、申立人が名前を挙げた事務担当者１人を含む同僚５人すべての者の名前が

確認できるほか、当時の同僚の証言から得られた同社の正社員の数と同名簿に

記載されている被保険者数はほぼ一致している。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社に

勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同年代の同僚のＡ社に

おける申立期間のオンライン記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、申立期間のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に

欠番が見られないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたと

は考え難い上、被保険者資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保

険事務所が申立人に係る記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主から

当該社会保険事務所への被保険者資格の取得及び喪失に係る届出は行われてお

らず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 37 年２月から 38 年２

月までの期間に係る厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



茨城厚生年金 事案 749 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間②に係るＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日が昭和 20 年５月 16 日であると認められることから、申立期間②

に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要で

ある。 

なお、申立期間②の標準報酬月額については、50 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 18年４月１日から 19年６月 16日まで 

             ② 昭和 20年３月 16日から同年５月 16日まで 

             ③ 昭和 20年５月 16日から 21年１月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社に勤務していた期間のうち、昭和 18 年４月１日から 19 年６月 16 日までの

期間及び 20 年３月 16日から同年５月 16 日までの期間並びにＣ社に勤務して

いた期間のうち、同年５月 16 日から 21 年１月１日までの期間について、加

入記録が無かった旨の回答を受けた。 

両事業所に勤務していたことは間違いないので、各申立期間について厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、Ａ社で担当していた業務内容について詳

細に記憶している上、昭和 20 年＊月＊日の空襲で同社が被害を受けたこと、

罹災後に同社に係る罹災証明書等を得ようとしたこと及び罹災後の同社はし

ばらくしても再開のめどが立たず、親族を頼りＤ県へ赴いたこと等について、

具体的かつ詳細に記憶していることから、同社に勤務していたと認められる。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）により、申立人

のＡ社における被保険者資格喪失日は昭和 20 年５月 16 日とされていること

が確認できる。 

以上のことから、申立人が主張する昭和 20 年５月 16 日に厚生年金保険被

保険者資格を喪失した旨の届出を事業主が社会保険事務所に対して行ったこ

とが認められることから、申立期間②について厚生年金保険被保険者資格の

喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間②の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金保険



被保険者台帳（旧台帳）の記録により、50円とすることが必要である。 

 

２ 申立期間①について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

り、Ａ社は昭和 20 年８月 20 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくな

っていることが確認でき、また、Ｂ社からは、当時の資料は残存していない

ため、申立人に係る当時の勤務状況等については確認することができない旨

の回答が得られた。 

  また、Ｂ社から、申立期間①当時の事業主は既に他界している旨の回答が

得られた上、申立人は同僚の名前を記憶していないことから、申立人に係る

当時の勤務状況等について具体的な証言を得ることはできない。  

さらに、申立期間①当時、Ａ社に在籍していた同僚 12 人のうち、連絡先の

判明した１人に照会したものの、申立人に係る当時の勤務状況等について具

体的な証言は得られなかった。 

加えて、上記回答の得られた同僚からは、自身が記憶しているＡ社の入社

時期について、昭和 18 年４月１日であった旨の証言が得られたところ、同社

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、当該同僚の同社における

被保険者資格取得日が、申立人と同じ 19 年６月 16 日であり、入社時期から

14 か月後であることが確認できることから、申立期間①当時、同社では、従

業員を入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いは行っていなかったこ

とがうかがえる。 

 

  ３ 申立期間③について、閉鎖登記簿謄本により、Ｃ社は昭和 42 年６月 26 日

に解散していることが確認でき、また、同謄本により確認できる申立期間③

当時の代表者に照会したものの、回答が得られなかった。 

    また、申立期間③当時の社会保険担当者は特定できない上、申立人は同僚

の名前を記憶していないことから、申立人に係る当時の勤務状況等について

具体的な証言を得ることはできない。 

    さらに、申立期間③当時、Ｃ社に在籍していた同僚７人のうち、連絡先の

判明した２人に照会したものの、回答は得られなかった。 

加えて、現在確認できるＣ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

は、申立人の名前は見当たらない。 

 

４ このほか、申立期間①及び③に厚生年金保険料を事業主により給与から控

除された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人

の申立期間①及び③における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、

周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①及び③に係る厚生年金保

険料を両事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



茨城厚生年金 事案 750 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ出張所に

おける資格喪失日に係る記録を昭和 38 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を３万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 10月 31日から同年 11月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社Ｃ出張所における被保険者資格喪失日が、昭和 38 年 10 月 31 日である旨の

回答を受けた。 

Ａ社の転勤命令により同社の各出張所に転勤していたものの、昭和 27 年の

入社から平成５年の退職まで、同社に継続して勤務していたことは間違いな

いので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間にＡ社Ｃ出張所において厚生年金保険被保険者資格を有していた者

のうち、存命中で連絡先の判明した者６人に照会したところ、４人から回答が

得られ、そのうちの３人から、申立人は、昭和 38年 10月 31日まで、同社同出

張所に勤務していた旨の証言が得られた。 

また、Ｂ社に照会したところ、申立人は、昭和 27 年の入社から平成５年の退

職まで、Ａ社に継続して勤務していたことから、同期間中、厚生年金保険にも

継続して加入していたものと考えられる旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社Ｃ



出張所に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたもの

と認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ出張所に係る健康保険厚

生年金保険被保険者原票における申立人の昭和 38 年９月の記録により、３万

6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ｂ社は不明としているものの、事業主が資格喪失日を昭和 38 年 11 月１

日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 10 月 31 日と誤っ

て記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月分の保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



茨城厚生年金 事案 751 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を平成 14 年 11 月 29 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 12 万 6,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年 11月 29日から同年 12月２日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険被保険者記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた期間のうち、平成 14 年 11 月 29 日から同年 12 月２日ま

での期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

平成 14年 11 月 29日の入社から 15年２月 21日の退職まで、Ａ社に継続し

て勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時にＡ社において取締役を務めていた者二人に照会したところ、

二人から、当時の同社における給与の締切日については毎月 15 日、給与の支払

日については月末であった旨のほか、そのうちの一人から、工場労働者の勤務

体系について、土日は原則として休日であった旨の証言が得られた。 

また、申立人から提出されたＡ社の平成 14年 12 月分から 15 年３月分までの

給与明細書に、「勤務日数」が記載されているが、上記証言から判断すると、

これは、申立人が 14 年 11月 29日から 15 年２月 20日まで勤務していたことを

示すものと考えられる。 

さらに、申立人は平成 14 年 12 月２日にＡ社において被保険者資格を取得し、

15 年２月 21 日に資格を喪失し、被保険者期間は２か月とされているが、上記

給与明細書により、３か月分の厚生年金保険料が給与から控除されていたこと

が確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社に

勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めら



れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給与明細

書から確認できる給与総支給額から、12万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、これを確認できる資料が無いため不明としており、このほか

に確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いことから、行

ったとは認められない。 



茨城厚生年金 事案 752 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支社における資格取得日は昭和 45 年８月１日、資格喪失日は

46 年４月 24 日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被

保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、３万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年８月１日から 46年４月 24日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社に勤務していた昭和 45 年８月１日から 46 年４月 24 日までの期間について、

加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、Ａ社Ｃ営業所に勤務していた時に、同社のマイクロバスの運転手と

知り合い、その後結婚した。Ａ社に勤務していたことは間違いないので、申

立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社はＤ社と合併していることから、同社に照会したところ、申立人が申立

期間にＡ社Ｃ営業所に勤務していた旨の回答が得られた。 

また、申立期間当時の同僚７人に照会したところ、全員から回答が得られ、

そのうちの１人から、申立人がＥ社Ｆ事業所の現場事務所内にあるＡ社の現場

事務所に正社員として勤務していた旨の証言が得られたほか、４人から、正社

員全員が社会保険に加入していた旨の証言が得られた。 

さらに、Ｄ社から提出されたＡ社の「健康保険失業保険被保険者台帳」に申

立人に係る記録が記載されていることが確認できる上、「取得年月日」欄に

「昭和 45 年８月１日」、「喪失年月日」欄に「昭和 46 年４月 24日」と記載さ

れていることが確認できる。また、Ｄ社から提出されたＡ社Ｂ支社に係る厚生

年金基金加入員資格取得届及び同資格喪失届並びに申立人から提出された企業

年金連合会老齢年金裁定請求書により、申立人が、同社同支社において、厚生

年金基金加入員資格を昭和 45 年８月１日に取得し、46 年４月 24 日に喪失した

ことが確認できるところ、Ｄ社の人事担当者から、Ａ社では、社会保険等の事

務については、同社Ｂ支社においてまとめて行っていた旨の回答が得られた。 

これらを総合的に判断すると、申立人が主張する昭和 45 年８月１日に厚生年

金保険被保険者資格を取得し、46 年４月 24 日に同資格を喪失した旨の届出を

事業主が社会保険事務所に対して行ったことが認められることから、申立期間



について厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支社における厚

生年金基金加入員資格取得届により、３万円とすることが必要である。 



茨城厚生年金 事案 753 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年７月１日から 42年 10月１日まで 

② 昭和 43年１月 29日から同年３月 31日まで 

③ 昭和 43年８月６日から 44年５月 25日まで 

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ

社に勤務していた申立期間①、Ｂ社に勤務していた申立期間②及びＣ社に勤

務していた申立期間③について、脱退手当金が支給済みとなっていることが

判明した。 

しかし、私は、脱退手当金を受給した記憶は無いので、各申立期間につい

て脱退手当金が支給済みとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録により、各申立期間に係る脱退手当金については、支給対象

期間の最終事業所であるＣ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日から、

約２年８か月後の昭和 47 年１月 25 日に支給決定されたことになっていること

に加え、42 年から 48 年までの間に、同社において被保険者資格を喪失した女

性は、申立人を含めて 27 人存在し、そのうち 15 人が脱退手当金の受給権を有

していたものの、実際に脱退手当金が支給された記録があるのは申立人を含め

て２人のみであることが確認できることから、同社においては、従業員の退職

時に事業主が個別の委任に基づかずに代理請求を行う取扱いがあったものとは

考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間①及び②の間に

ある厚生年金保険被保険者期間については、その計算の基礎とされておらず、

未請求となっているが、申立人がこれを失念するとは考え難い上、当該未請求

期間の事業所における厚生年金保険手帳記号番号が、各申立期間の事業所にお

ける同記号番号と同一であるにもかかわらず、支給されていない期間が存在す

るということは、事務処理上不自然である。 



さらに、脱退手当金の実支給額は、法定支給額と 11 円相違しているが、その

原因は不明である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



茨城厚生年金 事案 754 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 50 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年１月 31日から同年２月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社における被保険者資格喪失日が、昭和 50 年１月 31 日である旨の回答を受

けた。 

私は、昭和 50 年２月１日付けでＡ社からＢ社へ出向したことから、Ａ社に

おける被保険者資格喪失日は、Ｂ社における被保険者資格取得日と同日であ

るはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に照会したところ、申立人は、昭和 50 年２月１日付けで同社における厚

生年金保険被保険者資格を喪失し、同日付けでＢ社における被保険者資格を取

得すべきであるところ、申立期間当時の社会保険担当者が、Ａ社における被保

険者資格喪失届を誤って届け出たため、同資格喪失日が同年１月 31 日となって

いると思われる旨の回答が得られた。 

また、公共職業安定所に照会したところ、申立人のＡ社に係る雇用保険被保

険者記録について、離職日が昭和 50 年１月 30 日である旨の回答が得られたも

のの、同社から、厚生年金保険被保険者資格喪失届と同様に、雇用保険に関し

ても、社会保険担当者による届出の誤りがあったと思う旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社に

勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る健康保険厚生年金保



険被保険者名簿における申立人の昭和 48 年 10 月の記録から、20 万円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主から、申立期間当時、申立人の被保険者資格喪失に係る届出を提

出する際に誤りがあったと思われる旨の回答が得られたことから、事業主は昭

和 50 年１月 31 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年１月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間

の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



茨城国民年金 事案 983 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 40年６月までの期間及び同年７月から 42年６

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 40年６月まで 

          ② 昭和 40年７月から 42年６月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 36 年４月か

ら 40 年６月までの期間及び同年７月から 42 年６月までの期間について、

国民年金の未加入期間とされていた。 

昭和 36 年に、夫が勤務していた会社の上司から、国民年金への加入を勧

められ、当時の居住地であるＡ市役所において、加入手続を行った。 

申立期間①の保険料については、Ａ市役所から送付されてきた納付書に

より、同市役所において、３か月ごとに納付し、申立期間②の保険料につ

いては、Ｂ町役場から送付されてきた納付書により、同町役場において、

３か月ごとに納付した。 

このため、両申立期間について国民年金に未加入とされていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市役所において国民年金の加入手続を行ったと主張している

が、その場合、Ｃ市を管轄する社会保険事務所において払い出される国民年

金手帳記号は「＊番」であるにもかかわらず、申立人の国民年金手帳記号は

Ｄ社会保険事務所（当時）管内の市町村に払い出される「＊番」であり、別

の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえないことから、申立

人の主張には不合理な点が認められる。 

また、両申立期間については、厚生年金保険被保険者との婚姻（昭和 34 年

＊月）による合算対象期間（カラ期間）であるため、国民年金被保険者資格

を有しておらず、保険料を納付することができない。 



さらに、申立人は、両申立期間の保険料について、Ａ市役所及びＢ町役場

において納付書により納付していたと主張しているが、Ａ市役所及びＢ町役

場において長期間（75 月）にわたり納付記録が欠落する瑕疵
か し

があったとは考

え難い。 

加えて、両申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、ほかに両申立期間の保険料を納付したことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が両申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



茨城国民年金 事案 984 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55年 11月から 60年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 55年 11月から 60年６月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 55 年 11 月

から 60年６月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

昭和 55 年 11 月に会社を辞めた後、Ａ市役所（現在は、Ｂ市役所）から

国民年金への加入の案内が届いたので、加入手続を行った。また、申立期

間の保険料については、当該市役所の窓口において納付したはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金に加入した時期は、国民年金被保険者台帳管理簿により、

昭和 59年 11月 29日以降であると考えられ、この時点では、申立期間の一部

については時効により保険料を納付できない上、別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡もうかがえない。 

また、申立人は、申立期間の保険料を後からまとめて納付したことはない

と主張しており、事実、申立期間の保険料を過年度納付したことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、Ａ市役所において保険料を納付したと主張しているこ

とを除いて、申立期間当時の状況について記憶していないため、申立期間の

保険料の具体的な納付状況が不明である。 

加えて、申立人が国民年金に加入したと考えられる昭和 59 年 11 月以降の

時点では、特例納付制度は存在しないため、特例納付により申立期間の保険

料を納付することができない。 

このほか、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない 



茨城国民年金 事案 985 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 37 年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女   

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年９月まで 

ねんきん特別便で、昭和 36 年４月から 37 年９月までの国民年金保険料が

未納となっていることが判明した。 

国民年金が創設されたことを市報で知り、夫と相談して一緒に国民年金の

加入手続を行った。 

申立期間を含め、保険料については、夫の分と併せて、納税組合を通じて

定期的に納付していた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は「＊番」であり、その夫の同記号番号は

「＊番」と 10 万番以上相違していることから、申立期間について、夫婦二人

で国民年金に加入し、納税組合を通じて夫婦二人分の保険料を納付していたと

する申立人の主張には矛盾が認められる。 

   また、申立人が国民年金に加入した時期は、前の被保険者の国民年金手帳記

号番号及び国民年金被保険者異動記録簿から、昭和 39 年 10 月以降と考えられ、

この時点では、申立期間の大半については時効により保険料を納付することが

できない。 

   さらに、申立人は、申立期間の保険料について、その夫の分と併せて、納税

組合を通じて定期的に納付し、さかのぼって納付したことは無いと主張してお

り、事実、申立期間の保険料を過年度納付及び特例納付により納付したことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえ

ず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



茨城国民年金 事案 986 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年８月から平成４年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年８月から平成４年３月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 63 年８月から

平成４年３月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

昭和 63 年 11 月ころに、当時専門学校の学生として住んでいたＡ市におい

て、私が国民年金の加入手続と一緒に保険料免除の手続を行った。その後、

平成元年にＢ郡Ｃ村（現在は、Ｂ郡Ｄ町）に戻り、４年まで専門学校の学生

であったが、国民年金の転入手続及び保険料免除の手続は行わずにいた。 

平成４年＊月に弟が 20 歳になり、Ｃ村役場（現在は、Ｄ町役場）から、私

と弟に係る国民年金の加入手続及び保険料の納付を促す電話が連日かかって

きたため、同年６月ころに、母が、同役場において、私と弟の加入手続を行

い、加入手続以前の期間に係る姉弟二人分の保険料 40 数万円を一括で納付し

てくれた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金に加入した時期は、前の強制加入者の国民年金手帳記号番

号から、平成５年１月４日以降であると考えられ、この時点では、申立期間の

大半については時効により保険料を納付することができない。 

また、申立人は、その母が、平成４年６月ころに、申立人とその弟の国民年

金の加入手続を行い、加入手続以前の期間に係る姉弟二人分の保険料を一括し

て納付したと主張しているが、オンライン記録により、申立人の弟については、

５年２月 26 日に、４年５月から５年２月までの保険料を一括して現年度納付し

ていることが確認できることから、申立人の主張には矛盾が認められる。 

さらに、申立人が国民年金に加入したと考えられる平成５年１月４日以降の



時点では、特例納付制度は存在しないため、特例納付により申立期間の保険料

を納付することができない。 

加えて、申立人は、昭和 63 年 11 月ころに、Ａ市において国民年金の加入手

続及び保険料免除の手続を行ったと主張しているが、同市を管轄する社会保険

事務所において払い出される国民年金手帳記号は「＊番」であり、申立人は、

現在の国民年金手帳記号「＊番」以外に国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡が見当たらず、事実、申立人の改正原戸籍の附票には、申立人がＡ市にお

いて住民登録をした形跡がないことから、申立人の主張には不合理な点が認め

られる。 

その上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 987 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 39 年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年６月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 36 年４月から

39年６月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

私の父が、Ａ市役所において、国民年金の加入手続を行い、初回の保険料

を納付してくれた。また、その後の保険料については、私の父が納税組合を

通じて納付してくれた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が国民年金に加入した時期は、国民年金手帳番号払出簿及び国民年金

被保険者台帳（特殊台帳）の納付記録から、昭和 41 年１月ころと考えられ、

その父が、36 年にＡ市役所において国民年金の加入手続を行ったとする申立人

の主張には矛盾が認められる。 

また、申立人は、国民年金被保険者台帳(特殊台帳)により、昭和 41 年９月

21 日に、この時点で納付が可能であった申立期間直後の 39 年７月から 40 年３

月までの保険料を過年度納付していることが確認できることから、申立期間に

ついて、納税組合を通じて継続して保険料を納付していたとする申立人の主張

には信憑
ぴょう

性が無い。 

さらに、申立人は、その父が、国民年金の加入手続を行い、保険料を納付し

ていたと主張しているが、申立人自身は国民年金の手続に直接関与しておらず、

その父も既に他界しているため、申立期間当時の具体的な国民年金の加入状況

及び保険料の納付状況が不明である。 

加えて、申立人は、申立期間の保険料を後からまとめて納付したことはない

と主張しており、事実、申立期間の保険料を過年度納付及び特例納付により納

付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 



その上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえ

ず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 988 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 11 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年４月から同年９月まで 

ねんきん特別便で、平成 11 年４月から同年９月までの国民年金保険料が未

納とされていたことが判明した。 

将来、年金に頼ることになるとの思いがあり、会社を退職した平成 11 年４

月ないし同年５月ころに、Ａ郡Ｂ町役場（現在は、Ｃ市役所）の窓口におい

て、国民年金第１号被保険者届出を行った。また、申立期間の保険料につい

ては、郵送されてきた納付書により、まとめて納付したはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、厚生年金保険の被保険者資格を喪失した後、平成 11 年４月ないし

同年５月ころにＢ町役場において国民年金第１号被保険者届出を行った後、郵

送されてきた納付書により申立期間の保険料をまとめて納付したと主張してい

るが、オンライン記録により、申立人は、平成 16 年４月１日に初めて国民年金

の第１号被保険者資格を取得していることが確認できることから、申立期間に

ついては、国民年金の第１号被保険者資格を有しておらず、保険料を納付する

ことができない。 

   また、オンライン記録により、平成 13 年２月 20 日に、申立人に対し、国民

年金の未加入者に対する最終勧奨の通知が発行されていることが確認できるこ

とから、会社を退職した 11 年４月ないし同年５月ころに加入手続を行ったとす

る申立人の主張には矛盾がある。 

   さらに、申立人が初めて国民年金の第１号被保険者資格を取得した時期は、

前述のとおり、平成 16 年４月１日であると考えられ、この時点では、申立期間

については時効により保険料を納付することができない。 



   加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえ

ず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当たらな

い 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



茨城国民年金 事案 989 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年４月から４年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月から４年３月まで 

ねんきん特別便を確認したところ、平成元年４月から４年３月まで 

の国民年金保険料が未納とされていた。平成元年３月にＡ町へ転入後、

しばらく保険料を納付していなかった。申立期間については、Ａ町役場

から電話があり、申請免除の手続をしておくと言われた記憶がある。 

このため、申立期間の保険料が未納とされ、申請免除となっていない

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人の過年度保険料に係る納付書が、平成５

年７月６日に作成されたことが確認できることから、この時点において、

申立人は、申立期間の一部について、保険料が未納であったことが推認で

きる。 

また、国民年金保険料の申請免除の手続は、毎年度行う必要があること

から、申立期間当時の居住地である町役場における電話のみをもって申請

免除の手続を行い、翌年度以降に係る同手続については行った記憶が無い

とする申立人の主張には不合理な点が認められる。 

さらに、申立人は、申立期間以外にも未納期間が存在し、その妻も、

申立期間に係る保険料が未納である。 

加えて、申立期間は３か年に及んでおり、オンラインシステムの導入

により人的過誤の発生する恐れが減少したとされる時期において、その

すべての期間について、行政側の瑕疵
か し

により申請免除記録が消失したと

は考え難い。 

その上、申立期間の保険料が申請免除とされていたことを示す関連資



料が無く、ほかに申立期間の保険料が申請免除されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたもの

と認めることはできない。



茨城国民年金 事案 990 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年３月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年３月から平成３年３月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 63 年３月か

ら平成３年３月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

申立期間当時、私は、学生であり、Ａ自治体に住んでいたが、20 歳にな

ったころ、Ｂ町役場から実家に、私に係る保険料の納付書が届いたため、

父又は母が、国民年金の加入手続を行ってくれた。 

また、申立期間の保険料については、納税組合を通じて、両親が、私と

両親の計３人分を納付していたはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父又は母が、昭和 63 年３月ころに国民年金の加入手続を行

い、申立期間の保険料を納付したと主張しているが、申立人は、申立期間に

ついて、学生であったことによる合算対象期間（カラ期間）であるため、国

民年金被保険者資格を有しておらず、申立内容に不合理な点が認められる。 

また、申立人は、昭和 63 年３月ころに、その父又は母が、国民年金の加入

手続を行ったと主張しているが、申立期間当時に申立人の居住地を管轄する

社会保険事務所において払い出される国民年金手帳記号は「＊番」であり、

申立人には現在の基礎年金番号である厚生年金保険記号「＊番」が払い出さ

れる以前に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が見当たらないことか

ら、申立期間については、国民年金被保険者資格を有していなかったため、

保険料を納付することができない。 

さらに、申立人の戸籍の附票により、申立人は、平成元年４月 1 日に、Ｃ

郡Ｂ町からＡ自治体Ｄ区に転出していることが確認できることから、申立期



間のすべての保険料をＣ郡Ｂ町の納税組合を通じて納付していたとする申立

人の主張には、矛盾が認められる。 

加えて、申立人は、その父又は母が、国民年金の加入手続を行い、申立期

間の保険料を納付していたと主張しているが、申立人自身は国民年金の加入

手続に直接関与しておらず、その両親も申立人の国民年金の加入手続を行っ

た記憶が無いため、申立期間当時の具体的な国民年金の加入状況が不明であ

る。 

その上、申立人は、申立期間の保険料を後からまとめて納付したことはな

いと主張しており、事実、申立期間の保険料を過年度納付したことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

また、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 991 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年８月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年８月から 48年３月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 46 年８月か

ら 48年３月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

加入手続については、親に勧められて、昭和 46 年ころ、Ａ市役所で行い、

その際、オレンジ色の国民年金手帳の交付を受けた。 

保険料については、３月おきに、Ｂ市内の銀行において、納付書に現金

を添えて納付していた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が国民年金に加入した時期は、前の任意加入者の国民年金手帳記号

番号から、昭和 50 年４月１日以降と考えられ、この時点では、申立期間後

の 48 年４月から 50 年３月までの期間については、過年度納付により保険料

を納付することが可能であり、事実、オンライン記録により、当該期間の保

険料が納付されていることが確認できるものの、申立期間については時効に

より保険料を納付することができない。 

   また、申立人は、昭和 46 年ころに国民年金の加入手続を行い、その際、オ

レンジ色の国民年金手帳を交付されたと主張しているが、オレンジ色の同手

帳が交付され始めたのは、49 年 11 月以降であり、申立人の主張には矛盾が

認められる。 

   さらに、申立人は、申立期間の保険料について、３月おきに納付し、さか

のぼって納付したことはないと主張しており、事実、申立期間の保険料につ

いて特例納付により納付したことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうか

がえず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当

たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



茨城国民年金 事案 992 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年８月から７年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年８月から７年３月まで 

社会保険事務所（当時）で私の長男（申立人）の納付記録を確認したとこ

ろ、平成元年８月から７年３月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

申立期間については、母である私が、長男が 20 歳になったころに国民年金

の加入手続を行い、毎月、Ａ信用金庫（現在は、Ｂ信用金庫）又はＣ銀行

（現在は、Ｄ銀行）の集金により、夫の保険料と併せて二人分を納付してい

た。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金に加入した時期は、前の強制加入者の国民年金手帳記号番

号から、平成７年７月 24 日以降であると考えられ、この時点では、申立期間の

大半については時効により保険料を納付することができない。 

また、オンライン記録により、申立人の過年度保険料に係る納付書が、平成

８年 12 月５日に作成されたことが確認できることから、この時点において、申

立人は、申立期間の一部について保険料が未納であったことが推認できる。 

さらに、申立人の母は、平成元年８月ころに、申立人の国民年金の加入手続

を行い、申立期間の保険料を納付したと主張しているが、申立人が国民年金に

加入した時期は、７年７月 24 日以降であると考えられ、事実、申立人とその妹

の国民年金手帳記号番号は連番となっていることから、申立人の母の主張には

信憑
ぴょう

性が認められない。 

加えて、申立人の母は、申立期間の保険料を後からまとめて納付したことは

ないとしており、事実、申立期間の保険料について、過年度納付したことをう

かがわせる事情も見当たらない。 



その上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえ

ず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 993 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年９月から 47年３月までの期間及び同年４月から 48年７

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年９月から 47年３月まで 

             ② 昭和 47年４月から 48年７月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 44 年９月か

ら 47 年３月までの期間及び同年４月から 48 年７月までの期間の国民年金

保険料が未納とされていた。 

申立期間①については、大学生であったが、国民年金に加入し、父が、

保険料を納付してくれていたはずである。申立期間②のうち、昭和 47 年

12 月の婚姻までは、私がＡ区役所又はＢ区役所において保険料を納付して

おり、婚姻後は、夫婦二人分の保険料を納付していたはずである。 

このため、両申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が国民年金に加入した時期は、申立人が所持している国民年金手

帳及び直前の任意加入者の国民年金手帳記号番号により、昭和 48 年 10 月

であると考えられ、この時点では、申立期間①の過半については、時効に

より保険料を納付することはできない。 

また、申立人は、昭和 44 年９月以降に国民年金の加入手続を行い、その

父が、申立期間①の保険料を納付したと主張しているが、申立人自身は保

険料の納付に直接関与しておらず、その父も既に他界しているため、申立

期間①当時の具体的な保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人は、申立期間①当時は大学生であり、本来、国民年金の

加入手続を行った場合は、被保険者の資格種別が｢任意｣となるべきところ、

20 歳当時の資格種別が｢強制｣となっていることからみても、申立人の主張



どおりの加入手続が行われたとは考え難い。 

２ 申立期間②について、申立人の婚姻年月日は、昭和 47 年 12 月＊日であ

り、申立人は、申立期間②の一部である婚姻後の期間について、夫婦二人

分の保険料を納付していたと主張しているが、同期間について、その元妻

も保険料が未納であることから、申立人の主張には矛盾が認められる。 

  また、申立人の戸籍の附票により、申立人は、昭和 47 年３月 31 日にＣ

区からＤ市に転入していることが確認できることから、申立期間②のすべ

てについて、Ａ区役所又はＢ区役所において保険料を納付していたとする

申立人の主張には矛盾が認められる。 

  さらに、申立人は、両申立期間の保険料を後からまとめて納付したこと

は無いと主張しており、事実、両申立期間の保険料について、過年度納付

及び特例納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、両申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

もうかがえず、ほかに両申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が両申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 755 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年２月１日から 24年９月１日まで 

② 昭和 25年７月 20日から同年８月 23日まで 

③ 昭和 25年 10月 14日から 26年３月 19日まで 

④ 昭和 26年７月１日から 27年３月 13日まで 

⑤ 昭和 27年７月１日から 28年８月１日まで 

⑥ 昭和 30年 10月 15日から 31年４月 25日まで 

⑦ 昭和 32年１月 27日から同年２月６日まで 

⑧ 昭和 32年９月 14日から 37年５月１日まで 

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ

機関に勤務していた期間のうち、各申立期間について、加入記録が無かった

ことが判明した。 

昭和 22年にＢ機関にＣとして勤務を開始してから、37年に退職するまで、

Ａ機関において、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ（物の販売事業）における販売員など

の業務を担当し、１日も休まずに勤務していた。 

このため、各申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間中、Ａ機関に勤務していたと主張しているが、「Ｉ局

長通知」により、Ａ機関施設に勤務する労働者を管理する各地のＪ事務所は、

昭和 24 年４月１日以降、順次、社会保険制度の適用事業所となっているこ

とが確認でき、同日前は、厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認で

きる。 

    また、「Ｋ局長通知」では、「昭和 26 年７月１日より、Ｌ等に使用され

る者は強制被保険者にならない」とされていることが確認でき、加えて、申

立人の主張を踏まえると、申立人が申立期間中に従事していた業務は、Ｈ(物



の販売事業)を除き、厚生年金保険の適用除外となる業務と考えられる。 

 

  ２ 申立人が勤務していたと主張する各地のＡ機関施設についての資料を管

理する、Ｍ機関、Ｎ機関及びＯ機関Ｐ支部に照会したところ、Ｍ機関からは、

申立期間当時の資料は散逸しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料

の控除については確認できない旨の回答が得られたほか、Ｎ機関及びＯ機関

Ｐ支部からは、申立期間当時の資料に申立人の名前を確認できない旨の回答

が得られた。 

    また、Ｏ機関Ｑ支部に照会したところ、申立期間当時のＡ機関施設におい

て勤務する労働者には、Ｊ事務所において雇用される者及びＡ機関に直接雇

用される者の二種類の雇用形態が存在し、飲食施設や宿泊施設等の業務に従

事する者は、Ａ機関に直接雇用されていたとする旨の回答が得られた。 

    さらに、申立人は、申立期間において、Ｈの販売員として勤務していたこ

ともあると主張しているところ、申立人の居住地及び婚姻時の記憶等から判

断して、申立期間⑧にＨ勤務だったことがうかがえるが、Ｏ機関Ｐ支部は、

｢Ｈでは、週 30時間以上勤務する者を厚生年金保険の被保険者としていた。｣

としており、申立人には、Ｈで勤務していた期間及び勤務地及び週 30 時間

以上勤務していたという明確な記憶は無く、Ｈにおける勤務を確認すること

ができない。 

 

  ３ 申立期間に係る各Ａ機関施設の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記

載されている同僚のうち、連絡先の判明した７人に照会したところ、５人か

ら回答が得られ、そのうちの１人からは、申立人と同じ部署で勤務していた

際、「申立人から、申立期間①に係るＢ機関に勤務していた時に、仕事上の

失敗により、即日解雇されたが、ＲにＣとして雇用されたと聞いたことがあ

る」旨のほか、申立人は、のちにＳ機関を退職し、申立期間⑧に係るＴ機関

のＵにおいて、直接雇用により、勤務していた旨の証言が得られた。 

    また、上記回答の得られた同僚一人からは、申立期間当時、雇用形態につ

いて、Ｊ事務所を通じた雇用と、Ａ機関による直接雇用があり、直接雇用の

方が給与が高かったため、仕事ぶりが気に入られて個人的に声を掛けられ、

Ｊ事務所を退職し、Ａ機関による直接雇用になる者が存在した旨の証言が得

られた。 

 

  ４ 申立期間に係る各事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び申立

人に係る厚生年金保険被保険者台帳を確認したところ、申立期間①について、

申立人は退職により被保険者資格を取り消されていることが確認でき、上記

３において回答の得られた同僚の証言と一致する。 

    また、申立期間②及び③の直前に、申立人の厚生年金保険の被保険者資格



の記録を確認できるＶ事務所、申立期間⑤の直前に同じく記録を確認できる

Ｗ事務所及び申立期間⑥の直前に同じく記録を確認できるＸ機関の健康保

険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の資格喪失原因として、「解雇」

又は「退」の記載を確認することができるとともに、申立期間⑦の直前に、

申立人の厚生年金保険の被保険者資格の記録を確認できるＹ機関及び申立

期間⑧の直前に、同じく記録を確認できるＳ機関については、申立人に係る

健康保険厚生年金保険被保険者台帳により、資格喪失原因として、「解雇」

又は「退」の記載を確認することができる。 

    さらに、申立期間④の直前に、申立人の厚生年金保険の被保険者資格の記

録を確認できるＷ事務所における健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

備考欄に「〃」の表示が確認でき、直上の記載は「転」と読み取れることか

ら、申立人が転勤により資格を喪失した可能性が考えられるが、当該記載の

次に申立人が資格を取得(昭和 27年３月 13日資格取得)した事業所は、同一

事業所であるＷ事務所であり、同一適用事業所内において転勤を原因として

資格を喪失させる処理は考え難いことに加え、転勤先となるべき適用事業所

が存在せず、さらに、資格喪失日が前述の非軍事的業務に従事する者が強制

被保険者でなくなった日付に一致する。 

 

  ５ このほか、申立人は、申立期間について、実際の勤務地、各勤務地で担当

した業務内容、及び同僚の名前を記憶しておらず、厚生年金保険料の控除に

ついても覚えていないなど、記憶が曖昧
あいまい

である上、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除された事実を確認できる給与明細書、源

泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除

をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。  

 



茨城厚生年金 事案 756 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年 12月 16日から 49年３月 25日まで 

             ② 昭和 52年１月ごろから 55年２月１日まで 

             ③ 昭和 55年 12月 29日から 56年５月８日まで 

         ④ 昭和 56年８月 10日から 59年８月ごろまで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社に勤務していた期間のうち、昭和 47年 12 月 16日から 49年３月 25日ま

での期間、Ｂ社に勤務していた期間のうち、52年１月ごろから 55年２月１

日までの期間、Ｃ社に勤務していた期間のうち、同年 12月 29日から 56年

５月８日までの期間及びＤ社に勤務していた期間のうち、同年８月 10 日か

ら 59 年８月ごろまでの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受け

た。 

各事業所に勤務していたことは間違いないので、各申立期間について厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、労働局に照会したところ、申立人のＡ社における雇

用保険被保険者資格記録は無い旨の回答が得られた。 

    また、Ｅ社（Ａ社から名称変更）に照会したところ、申立期間当時の資料

が保存されておらず、申立人の勤務状況等について具体的な証言は得られな

かった。 

    さらに、申立期間①当時にＡ社において厚生年金保険被保険者資格を有し

ていた者のうち、連絡先の判明した者に照会したものの、回答が得られず、

当時の申立人の勤務状況等について確認することができない。 

  ２ 申立期間②について、申立人から提出された、Ｂ社から申立人にあてた在

籍期間の回答書によると、申立人は、申立期間②の一部を含む昭和 51 年１

月から 53年３月まで勤務していたと考えられる。 



    しかし、労働局に照会したところ、申立人は、Ｂ社において、昭和 49 年

３月 25 日に雇用保険被保険者資格を取得し、50 年５月 26 日に離職した記

録のほか、55年２月１日に雇用保険被保険者資格を取得し、同年８月 20日

に離職した記録が確認できる旨の回答が得られ、申立人の同社における厚生

年金保険被保険者記録と一致している。 

    また、Ｂ社に照会したところ、同社に保存されている厚生年金保険被保険

者の記録は、被保険者原票において確認できる記録と一致しており、申立期

間②当時の記録は無く、申立人が勤務していた可能性は否定できないものの、

厚生年金保険の被保険者としての取扱いはしていなかったと思われる旨の

回答が得られた。 

さらに、申立期間②当時にＢ社において厚生年金保険被保険者資格を有し

ていた者のうち、連絡先の判明した３人に照会したところ、２人から回答が

得られたものの、申立人に係る当時の勤務状況等について具体的な証言は得

られなかった。 

 

  ３ 申立期間③について、労働局に照会したところ、申立人は、Ｃ社において、

昭和 55年９月４日に雇用保険被保険者資格を取得し、同年 12月 29日に離

職した記録が確認できる旨の回答が得られ、申立人の同社における厚生年金

保険被保険者記録と一致している。 

    また、Ｃ社から提出された、申立人に係る雇用保険被保険者資格喪失確認

通知書から、申立人は、転職を希望して同社を退職した旨及び昭和 55年 12

月 28 日に離職した旨が確認できるとともに、同社から提出された、申立人

にあてた在籍期間の通知書には、昭和 55年９月４日から同年 12 月 28日ま

で在籍、退社理由は「出社せず」であったと記載されている。 

    さらに、申立期間③当時Ｃ社において、厚生年金保険被保険者資格を有し

た者のうち、存命中で連絡先が確認できる同僚３人に照会したところ、全員

から回答が得られたが、当時の申立人の厚生年金保険の加入に関する具体的

な証言は得られなかった。 

 

  ４ 申立期間④について、労働局に照会したところ、申立人は、Ｄ社において、

昭和 56年５月８日に雇用保険被保険者資格を取得し、同年８月 31日に離職

した記録が確認できる旨の回答が得られ、申立人が厚生年金保険の被保険者

記録（昭和 56年５月８日から同年８月 10日まで）よりも長期間勤務してい

たことが確認できる。 

    しかし、Ｄ社から提出された厚生年金保険被保険者資格取得届及び同資格

喪失届の写しにより、申立人は、同社において、昭和 56 年５月８日に同資

格を取得し、同年８月 10日に同資格を喪失していることが確認できる。 

    また、Ｄ社に照会したところ、申立人の申立期間④における勤務は書類上

で確認できない上、厚生年金保険の被保険者資格については上記の資格喪失

届どおり喪失させ、その後は加入させていないと思われる旨の回答が得られ



た。 

    さらに、申立期間④当時にＤ社において厚生年金保険被保険者資格を有し

ていた者のうち、連絡先の判明した一人に照会したところ、回答が得られた

ものの、当時の申立人の勤務及び厚生年金保険加入について具体的証言は得

られなかった。 

 

５ このほか、各申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

た事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立てに係る

事実を確認できる関連資料、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として各申立期間に係る厚生年金保険

料を各事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 757 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年２月３日から 32年 12月 16日まで              

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ

社Ｂ工場に勤務していた申立期間について、昭和 33年３月 22日に脱退手当

金が支給済みとなっており、同期間に係る厚生年金保険を受給できないこと

が判明した。 

しかし、私は、脱退手当金を受け取っていないので、申立期間について脱

退手当金が支給済みとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には、申立人に脱退手当金が支給さ

れたことを示す「脱退手当」の押印が確認でき、また、オンライン記録では、

申立人のＡ社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約３か月

後の昭和 33年３月 22日に、申立期間に係る脱退手当金が支給決定されている

とともに、申立期間以外に脱退手当金の計算の基礎となるべき未請求期間は無

く、申立期間に係る脱退手当金の実支給額についても法定支給額と一致してお

り、計算上の誤りも無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人が勤務していたＡ社Ｂ工場において、申立人が厚生年金保険被

保険者資格を喪失した昭和 32年 12 月 16日から３年以内に厚生年金保険被保

険者資格を喪失し、脱退手当金の支給記録がある女性が５人確認でき、そのう

ち、申立人が名前を挙げた申立期間当時の同僚１人から、脱退手当金を受給し

た旨の証言が得られた。 

さらに、上記証言が得られた同僚から、Ａ社Ｂ工場を辞める際、同社から脱

退手当金の話が有り、同社が手続を行い、後日、脱退手当金を受け取った旨の

ほか、その当時同社を辞めた者は皆そうしていたと思う旨の証言が得られた。 

なお、当該同僚から、申立期間当時の事業主、専務及び事務担当者について、

現在、百歳くらいの年齢に当たる者であるという情報は得られたものの、連絡



先等が不明であるとしていることから、それらの者に当時の脱退手当金の取扱

いについて照会することができない。 

また、当時は「通算年金通則法」（昭和 36年法律第 181 号）の創設前であ

り、将来の年金受給資格については厚生年金保険単独で計算されていたことか

ら、厚生年金保険の被保険者期間が 94 か月であるとともに、申立期間の事業

所を退職後、昭和 50年 10月まで厚生年金保険に加入歴が無い申立人が、申立

期間に係る脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人か

ら聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していない

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 758 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月 20日から同年 10月 20日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社に勤務していた期間のうち、昭和 48年４月 20日から同年 10月 20日まで

の期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 48年４月 20日から 49年８月 10日までの期間、Ａ社に継続し

て勤務していた。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に照会したところ、申立期間当時、同社では、試用期間中の従業員に

ついては厚生年金保険に加入させない取扱いであったとしており、申立人に

ついては、申立期間中、試用期間であったため、厚生年金保険には加入させ

ていなかったと思われる旨の回答が得られた。 

また、申立期間当時のＡ社の事業主に照会したところ、当時、同社におい

て、自らが社会保険事務を担当しており、申立人については、見習いとして

採用し、業務を滞りなく行えるようになった６か月後に社会保険に加入させ

たので、申立期間中、厚生年金保険料を給料から控除していなかった旨の回

答が得られた。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚のうち、存命中で連絡先の判明した６

人に照会したところ、４人から回答が得られ、そのうち１人からは、社会保

険への加入については事業主が決めていた旨の証言が得られた。 

加えて、労働局に照会したところ、申立期間に係るＡ社における申立人の

雇用保険被保険者記録は無い旨の回答が得られた。 



このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年６月から 54年９月まで 

             ② 昭和 56年４月 11日から 59年９月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた昭和 51年６月から 54年９月までの

期間及びＣ社に勤務していた期間のうち、56年４月 11日から 59年９月１

日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

それぞれの事業所に勤務していたことは間違いないので、両申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、公共職業安定所に照会したところ、Ａ社における

申立人の雇用保険被保険者記録は無い旨の回答が得られたところ、当時の

同社の経理担当者から、当時、同社では、正社員であれば、雇用保険に加

入させていた旨の証言が得られたことから、申立人は、当時、正社員では

なかったものと推認できる。 

  また、Ｂ社から、申立人の名前を記憶している従業員は同社にいるもの

の、そのほか申立人に係ることについては記憶しておらず、また、申立期

間①当時の資料は残存していないため、申立人に係る当時の厚生年金保険

料控除の有無については不明であるとする旨の回答が得られた。 

さらに、Ｂ社から、申立期間①当時の事業主は他界しており、また、社

会保険担当責任者の連絡先については不明である旨の回答が得られたこ

とから、申立人に係る当時の厚生年金保険の適用について具体的な証言を

得ることができない。 

  加えて、申立期間①当時の同僚７人に照会したところ、１人から回答が

得られたものの、申立人については不明であるとし、当時、Ａ社では、ア



ルバイトのような従業員もいた旨の証言が得られた。 

２ 申立期間②について、公共職業安定所に照会したところ、申立人は、昭

和 56年４月 11日から 62年５月 17日までの期間、Ｃ社において雇用保険

被保険者資格を有していた旨の回答が得られたことから、申立期間②につ

いて同社に勤務していたことは確認できる。 

一方、申立期間②当時にＣ社において社会保険事務を担当していた事業

主の妻から、当時の資料は残存していないため、詳細は不明であるものの、

当時、同社では、社会保険については、従業員全員を加入させていたわけ

ではなく、本人から入れてほしいという希望があった者だけを加入させて

おり、雇用保険については、入社後すぐに加入させていた旨の証言が得ら

れた。 

また、申立期間②当時、Ｃ社に勤務していた同僚のうち、連絡先の判明

した同僚６人（申立人が名前を挙げた同僚４人を含む。）に照会したとこ

ろ、２人から回答が得られ、そのうちの１人からは、昭和 56 年１月に同

社に入社したが、厚生年金保険被保険者資格を取得したのは 59 年５月１

日である旨の証言が得られたほか、申立人が、当時、一緒に勤務していた

として名前を挙げている同僚６人の同社における厚生年金保険の加入記

録について、オンライン記録により調べたところ、そのうちの２人は、申

立期間②後に被保険者資格を取得していることが確認できることから、当

時、同社では、従業員を必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させて

いなかった事情がうかがえる。 

さらに、オンライン記録では、申立人が名前を挙げた同僚６人のうち２

人は、Ｃ社における厚生年金保険の加入記録が見当たらないほか、申立期

間②当時の同社の従業員数について、同社から、事業主を含め 40 人くら

いであった旨の回答が得られたところ、同記録により、当時、同社におい

て被保険者資格を有していた者は９人であることが確認できることから、

当時、同社には厚生年金保険に加入していない従業員がいたことがうかが

える。 

 

３ このほか、両申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の

両申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺

事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として両申立期間に係る厚生年金

保険料を両事業主により、給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



茨城厚生年金 事案 760 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年４月１日から平成元年６月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 63 年４月１日から平成元年６月１

日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 63年４月１日に入社してから平成元年７月 24日に退職する

まで、Ａ社に継続して勤務していたことは間違いないので、申立期間につ

いて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

労働局に照会したところ、申立人は、Ａ社において、昭和 63 年６月１日

に雇用保険被保険者資格を取得し、平成元年６月 22 日に離職した記録があ

る旨の回答が得られたことから、当該期間については、同社に勤務していた

ことは確認できる。 

一方、申立期間当時、Ａ社に勤務していた同僚のうち、連絡先の判明した

同僚 17 人（申立人が名前を挙げた同僚３人を含む。）に照会したところ、

９人から回答が得られ、そのうちの３人からは、入社後すぐには厚生年金保

険に加入させてもらえなかった旨の証言が得られ、事実、オンライン記録に

より、当該同僚の同社における被保険者資格取得日は、自身が証言する入社

時期から、１年３か月ないし５年後であることが確認できる。 

さらに、上記回答が得られた同僚のうち申立人が名前を挙げた同僚１人及

びＡ社において一緒に勤務していた当該同僚の弟から、厚生年金保険には加

入していなかった旨の証言が得られ、また、申立人が名前を挙げた同僚４人

のうち２人については、オンライン記録では、同社における厚生年金保険の

加入記録が見当たらないことから、申立期間当時、同社には厚生年金保険に

加入していない従業員がいたことがうかがえる。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された



事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 761 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年５月１日から 37年３月 26日まで              

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ

社に勤務していた申立期間について、昭和 37 年９月 11日に脱退手当金が支

給済みとなっていることが判明した。 

しかし、私は、脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間について

脱退手当金が支給済みとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約６か月後の

昭和 37年９月 11日に、申立期間に係る脱退手当金が支給決定されているとと

もに、申立期間以外に脱退手当金の計算の基礎となるべき未請求期間は無く、

申立期間に係る脱退手当金の実支給額についても法定支給額と一致しており、

計算上の誤りも無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、Ａ社の退職理由について、結婚のためであったとし、退職

後、すぐに再就職しようとは考えていなかったと主張している上、昭和 61 年

４月１日に国民年金第３号被保険者資格を取得するまで、公的年金の加入記録

が無い申立人が、脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人に申立期間当時の状況を聴取しても申立期間に係る脱退手当

金を受給した記憶が無いと主張するのみで、ほかに申立人が申立期間に係る脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情も見当たらない。 

なお、Ａ社は昭和 44年４月 26日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなく

なっている上、申立期間当時の事業主も既に他界しており、当時の脱退手当金

の取扱いについて照会することができない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年３月 18日から 45年 12月 31日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた昭和 41年３月 18日から 45年 12月

31日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、Ａ社に勤務していた当時、健康保険証を交付された記憶があり、

また、同社を退職後、失業保険を受給した記憶もある。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、Ｂ社の回答により推

認できる。 

一方、Ｂ社から、Ａ社は、昭和 53 年ごろに厚生年金保険の適用事業所に

なったとし、申立期間当時は厚生年金保険の適用事業所では無かった旨の回

答が得られ、事実、オンライン記録により、同社は昭和 53年 10月１日に厚

生年金保険の適用事業所になったことが確認できる。 

また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所になった昭和 53年 10月１日付け

で、同社における厚生年金保険被保険者資格を取得した同僚８人に照会した

ところ、６人から回答が得られ、そのうちの１人からは、同社における被保

険者資格を取得する以前は、国民健康保険及び国民年金に個人で加入してい

た旨の証言が得られた。 

さらに、申立人は、申立期間当時、Ａ社で一緒に働いていた同僚の名前を

記憶しておらず、また、当時の同社の事業主は、高齢で、当時のことについ

て記憶していないことから、申立人に係る当時の勤務状況等について具体的

な証言を得ることはできない。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された



事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 763 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年３月 21日から同年７月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社Ｂ工場（当時）に勤務していた期間のうち、昭和 60年３月 21日から同年

７月１日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 59年３月に入社してから 60年 10月に退職するまで、Ａ社Ｂ

工場に期間工として継続して勤務しており、社会保険料も控除されていた記

憶があるので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、Ａ社Ｂ工場に勤務していた同僚 15 人に照会したところ、８

人から回答が得られたものの、いずれも、申立人が勤務していたことを記憶し

ていない旨の回答であり、当時の申立人の勤務状況等について証言を得ること

はできなかった。 

また、上記回答のあった同僚のうち、申立人と同日（昭和 60年３月 21日）

に厚生年金保険被保険者資格を喪失している期間工５人は、契約期間満了のた

め、その前日付けでＡ社Ｂ工場を退職したとしているほか、申立期間当時に正

社員として勤務していた同僚１人からは、当時、同社の業績は低調であったと

し、契約期間満了後に契約更新されず退職した従業員がいたことを記憶してい

る旨の証言が得られた。 

さらに、申立人は、申立期間当時のＡ社Ｂ工場における、一緒に勤務してい

た同僚４人及び所属部署の上司２人の名前を挙げているものの、いずれも、苗

字のみで、健康保険厚生年金保険被保険者原票において特定できず、申立人に

係る当時の勤務状況等について照会をすることができない。 

加えて、Ａ社労政人事部に照会したところ、申立てどおりの厚生年金保険被

保険者資格に係る取得・喪失の届出及び同期間に係る厚生年金保険料の納付の



有無については、当時の資料が残存していないため不明である旨の回答が得ら

れたほか、同社Ｂ工場における健康保険及び厚生年金基金の加入状況について

も、当時の加入記録は確認できない旨の回答が得られた。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事情も見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 764 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年 10月１日から 35年１月５日まで 

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、

Ａ社Ｂ事業所に勤務していた申立期間について、脱退手当金が支給済みで

あることが判明した。脱退手当金を受け取った記憶が無いので、申立期間

について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録及び申立人が勤務していたＡ社Ｂ事業所に係る厚生年金

保険被保険者名簿により、昭和 33年から 36年までに同社において厚生年金

保険被保険者資格を喪失し、脱退手当金の受給権を得ている女性 19 人の脱

退手当金支給記録を調査したところ、同社において被保険者資格を喪失直後

に別事業所において被保険者資格を取得している６人を除く 13 人全員に支

給記録があり、うち９人が５か月以内に支給されていることを踏まえると、

当時のＡ社Ｂ事業所では、事業主による代理請求が行われていた可能性が高

いものと推認できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の算定のため

に必要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁

へ昭和 35年２月 23日に回答した旨の記載が確認できるとともに、申立期間

の脱退手当金は、被保険者資格喪失日から約５か月後の同年６月 14 日に支

給決定がされているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、当時は「通算年金通則法」 (昭和 36年法律第 181号)の創設前で

あり、将来の年金受給資格については厚生年金保険単独で計算されていたこ

とから、Ａ社Ｂ事業所における厚生年金保険被保険者期間が 87か月であり、

申立期間の事業所を退職後、厚生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退手

当金を受給することに不自然さはうかがえない。 



このほか、申立人に申立期間当時の状況を聴取しても脱退手当金を受給し

た記憶が無いと主張するのみで、ほかに申立人が申立期間に係る脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 765 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年５月１日から 35年４月 25日まで 

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社

に勤務していた申立期間について、脱退手当金が支給済みとなっていることが

判明した。 

しかし、脱退手当金を受け取った記憶が無いので、申立期間について厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録及びＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、

昭和 33 年から 37 年までに同社において厚生年金保険被保険者資格を喪失し、

脱退手当金の受給権を得ている女性 10 人の脱退手当金支給記録を調査したと

ころ、９人に支給記録があることが確認できるとともに、同社の元事業主に照

会したところ、同社で脱退手当金の代理請求を行っていたことがあるとする旨

の回答が得られたことから、当時の同社では、事業主による代理請求が行われ

ていた可能性が高いものと推認できる。 

また、オンライン記録上、申立期間に係る脱退手当金の実支給額について、

法定支給額と一致し、計算上の誤りが無く、申立人の被保険者資格喪失後約５

か月後の昭和 35年 10月６日に脱退手当金支給決定がされているなど、一連の

事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、当時は「通算年金通則法」 (昭和 36年法律第 181号)の創設前であ

り、将来の年金受給資格については厚生年金保険単独で計算されていたことか

ら、Ａ社における厚生年金保険被保険者期間が 47 か月であり、当該事業所を

退職後、昭和 58年 10月まで厚生年金保険への加入歴が無い申立人が、申立期

間に係る脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 



このほか、申立人に申立期間当時の状況を聴取しても脱退手当金を受給した

記憶が無いと主張するのみで、ほかに申立人が申立期間に係る脱退手当金を受

給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 766 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年６月 10日から 32年 12月 30日まで 

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、

Ａ社Ｂ工場に勤務していた申立期間について、昭和 33年３月 22日に脱退

手当金が支給済みとなっていることが判明した。 

しかし、脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間について脱退

手当金が支給済みとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の算出

基礎となる金額が計算されたことを示す記録があるとともに、申立期間に係

る脱退手当金の実支給額についても法定支給額と一致し、計算上の誤りが無

く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後に支給

決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人が勤務していた事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿により、昭和 30年から 35年までに被保険者資格を喪失し、脱退手当金

の受給資格がある女性 15 人の脱退手当金の支給記録を調査したところ、13

人に脱退手当金の支給記録が確認でき、そのうち 10 人が資格喪失日から６

か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている。 

さらに、上記支給決定が確認できる 10 人のうち、連絡先の判明した１人

からは、事業所で代理請求が行われていた旨の証言が得られたほか、同僚照

会により判明した申立期間当時の事務担当者からは、自身が代理請求の手続

を担当していた旨の証言が得られたことから、申立期間当時、通算年金制度

創設前であったことを踏まえると、申立人についても事業主による代理請求

がなされた可能性が高いものと考えられる。 



このほか、申立人から聴取しても申立期間に係る脱退手当金を受給した記

憶が無いと主張するのみで、ほかに申立人が申立期間に係る脱退手当金を受

給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 767 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月１日から 48年４月 30日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ市に所在したＢ社に勤務していた昭和 45 年４月１日から 48 年４月 30

日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、Ｂ社でＣを担当しており、当時の同僚には厚生年金保険の加入記

録があるので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＢ社に勤務していたことは、当時の同僚の証言によ

り推認できる。 

一方、労働局に照会したところ、申立人の雇用保険被保険者記録は無い旨の

回答が得られた。 

また、申立期間当時、Ｂ社において、申立期間に被保険者資格を有していた

同僚19人のうち、存命中で連絡先が判明した４人に照会したところ、全員から

回答が得られ、そのうち１人からは、Ｂ社においてＤを担当していた従業員２

人並びに同社の事務担当者１人及び責任者の計４人の名前が挙げられたもの

の、同社に係る事業所別被保険者名簿に、それらの者の名前が見当たらないこ

とから、申立期間当時、同社には厚生年金保険に加入していない従業員がいた

ことがうかがえる。 

さらに、前記同僚４人のうち、申立人と同じＤをしていた１人からは、自身

の入社時期である昭和45年10月当時の同社における厚生年金保険の加入の取

扱いについて、同社では従業員を入社と同時に厚生年金保険に加入させていな

かったとしているほか、入社してから１か月ないし２か月後に、責任者から、

「健康保険の被扶養者等を除く５人ないし６人くらいの従業員を厚生年金保



険に加入させてほしいと、同社本社からの要請があった。」との話を聞き、全

従業員のうち自身を含め、５人ないし６人程度の従業員に係る厚生年金保険の

加入手続が行われたことを記憶している旨の証言が得られた。 

加えて、申立期間当時のＢ社本社における代表取締役、取締役及び監査役に

ついては連絡先が不明であるほか、Ａ市に所在した当時のＢ社の責任者は他界

し、事務担当者についても連絡先が不明であるため、申立人に係る当時の勤務

状況及び厚生年金保険の適用について確認することができない。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 768 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年 10月１日から 34年４月１日まで 

                          ② 昭和 34年６月１日から同年 12月１日まで 

             ③ 昭和 34年 12月１日から 35年５月１日まで 

             ④ 昭和 35年 11月１日から 36年 11月１日まで 

             ⑤ 昭和 37年４月１日から同年７月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（又はＢ社）に勤務していた昭和 33 年 10 月１日から 34 年４月１日

までの期間及び同年６月１日から同年 12 月１日までの期間並びにＣ社に

勤務していた同年 12 月１日から 35 年５月１日までの期間及び同年 11 月

１日から 36 年 11 月１日までの期間並びにＤ社に勤務していた 37 年４月

１日から同年７月１日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答

を受けた。 

各申立期間中、各事業所に勤務していたことは間違いなく、各事業所か

ら健康保険証を交付された記憶があることから、厚生年金保険についても

加入していたと考えられるので、同期間について厚生年金保険の被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び②について、申立人は、Ｅ自治体Ｆ区内の「Ａ社（又は

Ｂ社）」に勤務していたと主張していることから、オンライン記録により

「Ａ社（又はＢ社）」を含む名称の厚生年金保険の適用事業所を検索した

ところ、「Ａ社」という名称を含む適用事業所は見当たらない。 

また、上記検索結果により、「Ｂ社」という名称を含む適用事業所が３

社存在することが確認できるものの、いずれも、申立人が勤務していたと

主張する所在地ではないことから、申立人が勤務した事業所とは考え難い

上、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立人の名



前が無く、健康保険整理番号に欠番も見られない。 

さらに、Ｆ区を管轄する法務局に照会したところ、該当する名称の法人

登記は見当たらない旨の回答が得られたものの、類似の名称の事業所とし

て、「Ｇ社」（Ｅ自治体Ｆ区）の商業登記簿は確認できる旨の回答が得ら

れたことから、同社に照会したところ、同社は、昭和 33 年 10 月か 11 月

ころ、Ｆ区Ｈ町において、個人事業としてＩ事業を起業し、その後間もな

く、申立人を雇用した旨の回答が得られた。 

加えて、Ｇ社の事業主から、事業開始当初の同社の屋号は、Ａ社又はＢ

社であり、当該個人事業を法人化したのは昭和 37 年ころであったほか、

厚生年金保険の適用事業所となったのは、法人化後の 38 年ころであり、

それまでは厚生年金保険料を従業員の給与から控除していない旨の証言

が得られ、事実、商業登記履歴事項全部証明書により、Ｇ社は 37 年８月

25日に設立されていることが確認でき、また、オンライン記録により、同

社は 38年 12月１日に適用事業所に該当していることが確認できる。 

 

２ 申立期間③及び④について、申立人は、Ｅ自治体Ｆ区内の「Ｃ社」に勤

務していたと主張していることから、オンライン記録により「Ｃ社」を含

む名称の厚生年金保険の適用事業所を検索したところ、申立人が勤務して

いたと主張する所在地に見当たらないほか、その他の都道府県においても

該当する適用事業所は見当たらない。 

  また、申立期間③及び④当時、申立人は、Ｃ社において事業主を含め３

人で折本の仕事をしていたとしていることから、当時、当該事業所は、厚

生年金保険の強制適用事業所に該当していないことがうかがえる。 

  さらに、Ｆ区を管轄する法務局に照会したところ、該当する名称の法人

登記は見当たらない旨の回答が得られた。 

  加えて、申立人が名前を挙げたＣ社の事業主について、オンライン記録

により氏名検索を行ったものの、該当する者を特定することができないた

め、申立人に係る当時の勤務状況等について具体的な証言を得ることがで

きない。 

 

３ 申立期間⑤について、申立人は、Ｅ自治体Ｆ区内の「Ｄ社」に勤務して

いたと主張していることから、オンライン記録により「Ｄ社」を含む名称

の厚生年金保険の適用事業所を検索したところ、申立人が勤務していたと

主張する所在地に見当たらないほか、その他の都道府県においても該当す

る適用事業所は見当たらない。 

また、申立期間⑤当時、申立人は、Ｄ社において事業主を含め３人で折

本の仕事をしていたとしていることから、当時、当該事業所は、厚生年金

保険の強制適用事業所に該当していないことが推認できる。 

さらに、Ｆ区を管轄する法務局に照会したところ、該当する名称の法人

登記は見当たらない旨の回答が得られた。 



 

４ 申立人は、各申立期間における当時の同僚を記憶していないため、申立

人に係る各申立期間当時の勤務状況等について具体的な証言を得ることが

できない。 

 

５ このほか、各申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の

各申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺

事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として各申立期間に係る厚生年金保

険料を各事業主により、給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



茨城厚生年金 事案 769 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年９月１日から同年 10月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた平成２年９月１日から６年３月１日までの期間のう

ち、２年９月１日から同年 10月１日までの期間について、加入記録が無

かった旨の回答を受けた。 

平成２年９月１日から６年３月１日までの期間、Ａ社に勤務していたこ

とは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に照会したところ、事業主から、申立人は平成２年９月中ごろに同社

に入社したと記憶している旨の回答が得られたことから、申立期間当時、申

立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

一方、Ａ社から提出された申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得届及び同資格喪失届の控えにより、申立人は、同社において、平成２

年 10 月１日に被保険者資格を取得し、６年３月１日に同資格を喪失してい

ることが確認できる。 

また、事業主から、中途採用により月の途中で入社した者の場合、その月

については、給与はアルバイト扱いとして時給計算により支給し、社会保険

には加入させない旨の説明を入社時に必ず行っている旨の回答が得られた。 

さらに、申立期間当時、Ａ社に勤務していた同僚 11人に照会したところ、

１人から回答が得られたものの、申立人に係る勤務状況及び厚生年金保険加

入に関する具体的な証言は得られなかった。 

加えて、公共職業安定所に照会したところ、申立人のＡ社に係る雇用保険

被保険者記録について、資格取得日が平成２年 10 月１日、離職日が６年２

月 28日である旨の回答が得られた。 



このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 770 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年２月２日から 39年８月 16日まで              

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ

社に勤務していた申立期間について、昭和 39年 11 月 19日に脱退手当金が

支給済みとなっていることが判明した。 

しかし、私は、Ａ社を退職した後、Ｂ県Ｃ市に転居しており、脱退手当金

が支給されたとする昭和 39年 11月 19日以降に、現金書留等により脱退手

当金を受給したような記憶は無いので、申立期間について脱退手当金が支給

済みとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、申立人に脱退手当

金が支給されたことを示す「脱」表示が記されているとともに、申立期間に係

る脱退手当金の実支給額についても法定支給額と一致し、計算上の誤りが無く、

申立期間に係る申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約３か月後

の昭和 39年 11 月 19 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

また、申立人に申立期間当時の状況を聴取しても申立期間に係る脱退手当金

を受給した記憶が無いと主張するのみで、ほかに申立人が申立期間に係る脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情も見当たらない。 

なお、オンライン記録により、Ａ社において、申立人が厚生年金保険被保険

者資格を喪失した昭和 39 年８月の前後３年以内に厚生年金保険被保険者資格

を喪失し、脱退手当金の支給記録がある者が 12 人確認でき、そのうち、事務

を担当していた者１人に照会したところ、脱退手当金について、同社では代理

請求を行っておらず、自身で請求したとの証言が得られた。 



また、グループ会社のＤ社に照会したところ、Ａ社に係る申立期間当時の関

係資料は残存していないため、当時の脱退手当金の取扱いについては不明であ

る旨の回答が得られた。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 771 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年３月 29日から 36年 10月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 32年３月 29日から 36年 10月１日までの期間に

ついて、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 29年５月１日に入社してから 41年 10月 26日に退職するま

で、Ａ社に継続して勤務しており、途中で退職した記憶は無い。 

Ａ社に勤務していた当時の写真を持っているので、申立期間について厚

生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元事業主に照会したところ、申立人の名前は記憶しているものの、

申立期間について状況を把握している当時の社会保険担当者等は既に他界

しており、当時の書類も残存していないため、申立人に係る当時の勤務状況

及び厚生年金保険の適用については確認することができない旨の回答が得

られた。 

また、申立人が名前を挙げた同僚のうち、存命中で連絡先の判明した二人

に照会したところ、そのうちの一人から、申立人の名前は記憶しているもの

の、自身は、Ａ社において入退社を３回繰り返したため、申立人の同社にお

ける正確な勤務期間については、記憶していない旨の回答が得られた。 

さらに、オンライン記録により、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格

を複数回取得している者が、申立人を除いて、複数名いることが確認できる

ことから、それらの者のうち、連絡先の判明した３人に照会したところ、そ

のうちの２人から、同社における勤務期間と厚生年金保険被保険者資格記録

は一致している旨の回答が得られた。 

加えて、公共職業安定所に照会したところ、申立期間に係るＡ社における

申立人の雇用保険被保険者記録は無い旨の回答が得られた。 



このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 772 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ：① 昭和 27年３月から 28年４月まで 

          ② 昭和 28年４月から 29年５月まで 

          ③ 昭和 33年９月から 34年９月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた昭和 27年３月から 28年４月までの

期間、Ｃ社に勤務していた同年４月から 29 年５月までの期間及びＤに勤

務していた 33年９月から 34年９月までの期間について、加入記録が無か

った旨の回答を受けた。 

それぞれの事業所に勤務していたことは間違いないので、各申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ｂ社の代表取締役に照会したところ、当時の資料

は無いが、当時は、会社を設立したばかりで、経済的にも苦しく自営業と

同じ状況であり、Ｅ社の社屋を借りて事業を行っていたため、社会保険へ

の加入については考えていなかった旨の回答が得られ、事実、オンライン

記録により、Ａ社は、Ｂ社に社名変更した後の昭和 35年 10月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっていることが確認できる。 

また、申立人が名前を挙げた上司及び同僚の計３人について、オンライ

ン記録により氏名検索を行ったところ、該当者と思われる者は特定できる

ものの、連絡先が不明であるか又は既に他界しているため、申立人に係る

申立期間①当時の勤務状況について具体的な証言を得ることができない。 

さらに、上記該当者と思われる者３人に係るオンライン記録では、申立

期間に係る厚生年金保険被保険者資格記録は無い。 



 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｆ自治体Ｇ区内の「Ｃ社」に勤務して

いたと主張していることから、オンライン記録により「Ｃ社」を含む名称

の事業所を検索したところ、該当する事業所は見当たらない。 

  また、法務局からは、該当する名称の法人登記は見当たらない旨の回答

が得られたほか、類似の名称の事業所として、「Ｈ社」（同区Ｉ）の商業

登記簿は確認できる旨の回答が得られたものの、同登記簿により確認でき

る会社設立日は申立期間②より後の昭和 38 年 11 月 21 日となっているこ

とから、申立人が勤務した事業所とは考え難い上、オンライン記録に同社

及び同登記簿に記載されている取締役に係る記録は見当たらない。 

  さらに、オンライン記録により申立人が名前を挙げたＣ社の事業主の氏

名検索を行ったところ、該当者は見当たらない。 

  加えて、申立人は、申立期間②当時にＣ社に勤務していた同僚の氏名を

記憶していないことから、申立人に係る当時の勤務状況について具体的な

証言を得ることができない。 

 

３ 申立期間③について、申立人は、「Ｄ」に勤務していたと主張している

ことから、オンライン記録により「Ｄ」を含む名称の事業所を検索したと

ころ、該当する事業所は見当たらない。 

  また、申立人は、申立期間③当時、Ｄにおいて、一緒に勤務していた上

司及び同僚の名前を挙げているものの、いずれも、名字のみであり、オン

ライン記録において特定できず、申立人に係る当時の勤務状況及び厚生年

金保険の適用について具体的な証言を得ることができない。 

 

  ４ このほか、各申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の

各申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺

事情も見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として各申立期間に係る厚生年金

保険料を各事業主により、給与から控除されていたことを認めることはで

きない。



茨城厚生年金 事案 773 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年２月 29日から 56年３月 11日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、昭和 51 年２月 29 日から

56年３月 11日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

申立期間中、Ａ社ではＣとして勤務していたことは間違いないので、同期

間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

労働局に照会したところ、申立人は、昭和 51年３月 31日から平成元年５月

13 日までの期間に、Ａ社において雇用保険被保険者資格を有していた旨の回

答が得られたことから、申立人が申立期間のうち、当該期間については同社に

勤務していたことは確認できる。 

一方、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を有していた

同僚のうち、連絡先の判明した９人に照会したところ、５人から回答が得られ

たものの、申立人に係る当時の厚生年金保険の適用に関する具体的な証言を得

ることはできなかった。 

また、上記同僚５人のうち３人は、「収入が少なくなることを避けるため、

社会保険に加入しない者もいた。」、「健康保険証が必要だったので、社会保険

に加入してもらえるよう事業所に頼んだ。」、「日払い給与だった者は社会保険

に加入していなかったと思う。」としていることから、申立期間当時、Ａ社で

は、従業員ごとに厚生年金保険の取扱いが異なっていたことがうかがえる。 

さらに、Ｂ社の社会保険業務を統括管理しているＤ社に照会したところ、申

立期間当時の資料については既に廃棄されており、申立人に係る当時の厚生年

金保険被保険者資格の取得・喪失の届出及び厚生年金保険料の納付の有無につ



いては、不明である旨の回答が得られた。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 774 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年４月から同年８月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社に勤務していた昭和 33 年４月から同年８月までの期間について、加入記

録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 33 年４月から同年８月までＡ社に勤務しており、厚生年金保

険に加入していた事実を証明できる書類等は無いものの、当時の同僚には厚

生年金保険の加入記録があるので、申立期間について厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、当時の同僚の証言によ

り推認できる。 

一方、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を有していた

同僚のうち、申立人が名前を挙げた同僚２人を含む、連絡先の判明した７人に

照会したところ、全員から回答が得られたものの、申立人に係る当時の厚生年

金保険の適用に関する具体的な証言を得ることはできなかった。 

また、Ａ社は昭和54年６月26日付けで厚生年金保険の適用事業所に該当しな

くなっているほか、申立期間当時の同社の事業主は既に他界しているため、申

立人に係る当時の厚生年金保険の適用に関する具体的な証言を得ることがで

きない。 

さらに、申立期間当時にＡ社において経理を担当し、後に代表取締役を務め

た者に照会したものの、回答を得ることができなかった。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の名前

は無く、健康保険整理番号に欠番も見られないことから、申立人の記録が欠落

したものとは考え難い。 



このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 775 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の記録について、標準報酬月額の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年１月１日から６年 11月 30日まで 

社会保険事務所（当時）の訪問調査により、Ａ社の厚生年金保険被保険者

記録において、平成３年１月１日から６年 11月 30日に資格喪失するまでの

標準報酬月額が実際の額と大幅に相違していることが判明した。この当時は

約 53万円の給与を受けていたはずであり、この処理には納得できないので、

標準報酬月額を元に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、当

初、平成３年１月から６年 10月までは 53万円と記録されていたところ、同社

が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日である６年11月30日より

後の７年２月２日付けで、３年１月１日に遡及
そきゅう

して訂正され、８万円に引き下

げられていることが確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業登記閉鎖事項全部証明書により、申立人は、申立期間

当時、同社の代表取締役を務めていたことが確認できる。 

また、申立人は、申立期間当時、Ａ社では、社会保険料を滞納していなかっ

たと主張しているものの、当時、同社から社会保険事務を委託されていた社会

保険労務士事務所に照会したところ、当時、同社では、社会保険料を滞納して

いたと思う旨の回答が得られた。 

さらに、申立人は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなる手続

を自らが行ったと主張しているところ、オンライン記録により、申立人を含む、

同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなる直前まで被保険者資格を

有していた者全員の被保険者資格喪失処理日が、申立人の標準報酬月額の遡及

訂正処理日と同一（平成７年２月２日）であることが確認できることから、同



社に係る健康保険厚生年金保険適用事業所全喪届の提出と同時に、自身の標準

報酬月額をさかのぼって引き下げる届出を行ったものと考えるのが自然であ

る。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の代表取締役として自

らの標準報酬月額に係る記録訂正処理が行われることに同意しながら、この減

額処理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立人の申

立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めること

はできない。



茨城厚生年金 事案 776（事案 179の再々申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17年３月 25日から 32年９月 30日まで 

Ａ社Ｂ事業所（現在は、Ｃ社Ｄ事業所）に勤務していた期間について、厚

生年金保険の被保険者として認められなかった。 

Ｅ社（Ａ社等の管理会社）から提出された「じん肺管理区分決定申請書、

じん肺管理区分決定通知書及びじん肺健康診断結果証明書の写し」では、労

働者であったとして証明してあるにも関わらず、厚生年金保険被保険者とし

て認められないことに納得ができない。 

今回、「年度別給与一覧」を提出するので、申立期間について厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が、Ａ社Ｂ事業所における厚生年

金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを裏付ける資料は無いほか、同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

には、申立期間における申立人の氏名は無く、同社より、標準報酬月額算定基

礎届が毎年提出されており、10 年以上の長期間にわたり申立人の記録のみ欠

落したものとは考え難いとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年３月

４日付け及び同年10月28日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行

われている。 

申立人は、新たな資料として「年度別給与一覧」が見つかったと主張してい

るが、作成日、作成者の表示が無く、記載されている「厚生年金保険料額」は、

申立人が主張する給与額に見合う額となっていないこと等から、委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

また、ほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が、厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 


